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背景と目的
2013 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦
略」において示された日本農業の 10年後の姿とは，
①担い手が利用する農地面積を全農地面積の 8 割
（現状 5割）に拡大，②新規就農し定着する農業者
を倍増し，40 代以下の農業従事者を 40 万人（現状
20万人）に拡大，③法人経営体を 5万法人（現状 1
万 2,500法人）に拡大，以上の 3点である．特に KPI
（重要業績評価指標）として書き込まれた①は政策
の至上命題であり，その推進施策が農地中間管理事
業（以下，管理事業）である．2014年度から開始し
た管理事業は，規模を縮小，あるいは農業経営から
引退する農業者から農地を農地中間管理機構（以下，
管理機構）が借り入れ，意欲のある農業者等に貸付
けを行う事業であり，農業現場での業務は市町村等
に委託されている．
管理事業は従来の農地貸借を推進する事業と以下
の点で大きく異なっている．まず，農地利用集積円
滑化事業等の従来の事業では，農地貸借は地域に根
ざした農協や農業委員会などが仲介していたのに対
して，管理事業ではこれらが管理機構からの業務委
託先になっていない．また，従来の事業では，一般
的に農地の借り手が決まってから貸借が行われてい
たのに対して，管理事業では貸付けられることとな
った農地は，白紙委任という条件のもと一度管理機
構に貸付けられ，農地の借り手となる農業者は管理
機構によって選定される．
秋田県では表 1に示すように，全国に比べて目
標達成率は格段に高い．しかも，転貸面積中の新
規集積面積（純増分）の年間集積目標面積に占め
る割合が 2014 年度は 16％（全国 3 位），2015 年度
政府の主要農業政策である農地中間管理事業は，従来の施策と異なる手法によって農地の貸借を進める事業である．しかし，全国的
に実績は低位にとどまっている．本研究の目的は秋田県内の取り組みを通じて農地中間管理事業の実態と課題を明らかにすることで
ある．明らかになったのは以下の点である．第 1に，秋田県においては，地域に根ざしてきた農協が機能し，信頼できる地域農業の
担い手が存在したから事業実績が高かった．第 2に，今後は，農協の役割を軽視することなく地域内で農地の貸し借りを進めるとと
もに，「地域農業の最後の砦」としての担い手が営農を持続するために政策を実施することが必要である．
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表1　管理事業の実績
単位：ha
2014 149,210 23,896 7,114 20.8%
2015 149,210 76,864 7,307 56.4%
2016 149,210 43,356 7,091 33.8%
2014 4,640 1,049 154 25.9%
2015 4,640 3,679 120 81.9%
2016 4,640 3,120 121 69.8%
全
国
秋
田
県
資料：農林水産省「農地中間管理機構の実績等に関する資料（各年度
版）」より作成．
年度
①年間集積
目標面積
②機構の
転貸面積
③機構の
売渡面積
④目標達成
率＝（②＋
③）÷①
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は 44％（同 3位），2016年度は 39％（同 2位）と，
高い実績を挙げている．このように，秋田県は全国
でも管理事業による農地流動化が進展している地域
といえるだろう．そこで本研究では，全国的に管理
事業の実績が高かった秋田県内の取り組みの実態を
分析し，その要因を明らかにするととともに，管理
事業の管理事業の課題について考察する．
以下では，秋田県内の市町村において，農協が
どのように管理事業に関わっているのかについ
て確認するとともに，事業を活用して急激に規模拡
大が進めた農業法人の取り組みを分析する．後者に
ついては，①法人の経営展開，②農地集積や地域農
業に対するスタンス，に焦点を当てて分析する．
管理事業における農協の関わり
まず，秋田県内の市町村において，農協がどのよ
うに管理事業に関わっているのかについて見ていこ
う．先述のように，農協は管理事業の直接の業務委
託先として位置付けられていないが，委託先となっ
ている地域農業再生協議会等の組織に農協が加わっ
ている場合もあり，そうしたケースにおいては農協
が業務に「関与」しているといえる．表 2によれば，
管理事業業務に農協が関わっていない市町村数が
18と全体の 7割を占めている．そのうち，11市町村
においては農協が農地利用集積円滑化事業に関わっ
てきた経緯があり，管理事業において，これまで農
地流動化推進の役割を担ってきた農協の力を活用し
ていない市町村も目立つ．
次に秋田県内で管理事業の実績の高かった市町村
の動向について．表 3は，2016年 3月時点の機構貸
付面積合計における上位 10 市町村の機構貸付面積
などを示したものである 1．この表より，①大部分
の市町村において 2014年度より 2015年度の貸付面
積が大幅に増えていること，②2014 年度と 2015 年
度の機構貸付面積合計の耕地面積に占める割合は一
部の市町村を除き秋田県や全国の数値を上回ってお
り，管理事業を活用した農地流動化が進展している
こと，が読み取れる．
また，10市町村のうち 5市町村において管理事業
業務に農協が関わっており，4 市町村において農協
は管理事業業務に関わっていないが農地利用集積円
滑化事業に関わっていた．このことから，事業にお
ける高い実績の背後には，農地流動化推進における
農協の関わり（過去も含む）が存在していることが
示唆され，この点は椿（2016）も指摘するところで
ある．  
事業を活用して規模拡大が進んだ法人の取組み
H法人における管理事業の活用実態
H 法人は由利本荘市の鳥海山麓に位置する中山間
地域において営農を展開している．地下水位が高く
水はけが悪く，畑作物に不向きな農地が多かった地
域である．圃場整備前までは 10a区画が大部分であ
った．法人設立時点では，集落の農地面積は 76ha（う
7
18
資料：椿[1]をもとに筆者が加筆し作成．
表2　機構の業務委託先における農協関与の
有無別市町村数（秋田県：2015年度時点）
業務に農協が関わっている市町村数
業務に農協が関わっていない市町村数
うち農地利用集積円滑化事業に
農協が関わってきた市町村数
11
表3　秋田県内における機構による貸付の実態
　　　　（2016年3月時点：上位10市町村）
順位 市町村
機構の貸付
面積（ha）
耕地面積に占
める機構の貸
付面積の割合
業務への
農協関与
1 大仙市 948.1 4.7% あり
2 横手市 662.3 3.7% あり
3 美郷町 560.0 8.4% あり
4 大館市 381.4 4.9% あり
5 北秋田市 301.8 4.7% なくなる
6 秋田市 239.6 2.6% 元々なし
7 由利本荘市 233.8 1.8% なくなる
8 男鹿市 231.1 4.8% なくなる
9 湯沢市 225.5 3.4% あり
10 羽後町 167.2 4.1% なくなる
－ 秋田県 4727.4 3.2% －
－ 全国 100760 2.2% －
注：1)「なくなる」は農地利用集積円滑化事業に農協が関わっていたもの，
　　　 「元々なし」は同事業に農協が関わっていなかったもの，を示す．
　　2)耕地面積データは2015年度のもの．
資料：秋田県農業公社資料及び農林水産省「農地中間管理機構の実績
等に関する資料（平成27年度版）」をもとに筆者作成．
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ち水田 71.4ha），集落内農家数は 68戸（うち 5ha以
上層は 2戸，残りは全て小規模兼業農家）であった．
 法人設立までの経緯を簡単にふりかえると，経営
所得安定対策への対応として，集落内に 2つの枝番
管理型の集落営農組織が 2007年に誕生した．その後，
法人化を模索する中で基盤整備事業導入が検討され，
2013 年に採択，翌 2014 年 4 月に工事開始が始まっ
た．
 基盤整備実施決定後，ちょうど国により推進され
ていた管理事業の活用も目指すことになり，既存の
2組織を解散し（2014年 2月），2014年 7月に農事
組合法人 H 法人を設立した（構成員 11 名，役員 5
名）．法人設立後は，秋田県から県が推進する「園芸
メガ団地育成事業」の話を持ちかけられ，取り組み
を進めている（2015年 4月事業採択）．そして 2015
年度に管理事業を活用し全ての農地を集約した（経
営面積 63.3ha，うち基盤整備地区内 54.6ha：地区内
集積率 86％）．地域の水田を守りながら，今後は収
益性の高いリンドウ，アスパラガス，小菊などの複
合部門に取り組み，地域に雇用を生み出すことを目
標としている（2015年の主な作付は主食用米 30ha，
酒米 1ha 等）．本格的な複合部門の生産が始まった
2016年には，H法人では H地区内から多くのパート
従業員を雇用している（常時 12～13名，登録者合計
55名）．その中心は 60代から 70代である．
以上のように H地区では，基盤整備事業と農地中
間管理事業を活用した農地利用集約を同時に進めて
いた．また，当該農地を管理しながら大規模園芸作
に挑戦し，地元を中心とした雇用創出を目指してい
る H法人は，平根地区の農業を牽引する地域農業の
「最後の砦」といえる存在になっていた．
Y法人における管理事業の利用実態
 Y 法人は湯沢市北西部に位置する平坦地において
活動しており，その大半は 30a区画である．活動の
拠点としている集落の水田面積は 25ha，2000年時点
で集落内農家数は 29戸（うち専業的農家 5戸）であ
った．
法人の歩みを振り返ると，まず 2000年に 5戸で任
意組織を設立し，大豆や稲作などを受託するように
なった．2003年には農事組合法人化し，集落内農地
の大半を利用権設定した（2012 年に株式会社化）．
その後，利用権設定や特定農作業受託により規模拡
大を進めた．法人代表曰く「地域の農地を守るため
頼まれたら全て引き受ける」スタンスで規模拡大を
図り，地代も周りより高めに設定するようにした 2．
そうした経営姿勢が功を奏し，地域の農家からの信
頼も高まったこともあり，2010年前後から農地集積
のスピードが拡大し，年平均 10haから 20haの農地
が集まるようになってきた（2015 年の経営面積
135ha．主な作付は主食用米 85ha，飼料用米 29ha，
大豆 24ha等）．今日では，無人ヘリによる防除請負，
直播き導入等による生産コスト削減，ねぎ・枝豆の
導入，全生産物の直接販売，直売所運営，地域の主
婦や高齢者雇用などに取り組んでいる（2015年時点
では役員 5名，社員 5名，臨時社員 4名，パート 8
名の体制）．
 Y法人は 2014年度から管理事業を活用しており，
その実績は 2014年度 17.6ha，2015年度 15.4haであ
る．そのほとんど全てが，出し手となる農家から直
接借りて欲しいと頼まれたり，関係機関から持ち込
まれたりするケースであった．頼まれた農地は全て
引き受けるスタンスで対応しており，出し手ととも
に契約手続きを行っている．このように，管理事業
において受け手がいない農家から農地を頼まれるよ
うになっており，今日 Y法人は地域農業の担い手と
して認知される存在になっているといえよう．
M法人における管理事業の利用実態
 M法人は北秋田市北部に位置する平坦地において
営農を展開している．昭和 50年代にモデル地区とし
て 30a区画圃場整備が実施された地域でもあり，集
落内水田面積は 80haである（うち入作約 20ha）．2015
年時点で集落内農家数 22戸であり，うち 3戸が認定
農業者であった．
 管理事業活用までの経緯をふりかえると，2007年
に経営所得安定対策対応のため，任意組織を設立し
た（組合員 13戸）．2010年に規模拡大加算の取得や
施設・農機具導入に伴う補助金獲得を目的として法
人化した（農事組合法人）．法人化後は稲作をメイン
としつつ，ネギや枝豆の複合部門にも力を入れてお
り，集落内に雇用を生み出している．その後，徐々
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に集落内農地の集積が進み，事業利用前の時点で法
人の経営面積は 54ha（うち集落内 34ha，集落外近郊
20ha）であり，2015年の主な作付は主食用米 29.9ha，
加工用米 10.4ha，大豆 6.9ha，枝豆 2.8ha，ネギ 1.8ha
等であった．
M 法人は 2015 年度に管理事業を利用した．集落
内の 3戸の認定農業者を含む 6戸の農家が，経営転
換協力金を目的に離農し，事業を活用して法人へ農
地を貸し出し，法人の構成員となった（2016年時点
で組合員 19 戸，役員 3 名，社員 4 名，臨時雇用 2
名）．それらの離農農地面積は合計 26.2haにのぼる．
このほか，M法人は地域集積協力金の取得を目的に
構成員所有農地の「借り換え」を行うとともに，面
的集積を目的に入作している他法人等と農地の「付
け換え」を実施した．
このように，個別経営志向の農家を除いた集落内
農家を構成員とした組織として設立された M 法人
は，集落内農地を集約したり，複合化に取り組んだ
りすることによって，集落における農業の担い手と
しての地位を高めてきた．その結果，管理事業を契
機に将来を見通せない集落内の個別農家から農地を
任されるようになったといえよう．
まとめ 
以上をまとめよう．まず国の方針と秋田県内にお
ける事業の推進実態を，農協の役割，受け手の選定
という面から比較する．前者については，国の方針
では農協を事業委託先からはずしたのに対して，実
績の高かった秋田県内の市町村では農地貸借の窓口
として地域の実情に詳しい農協が実質的に機能して
いた．後者については，国の方針では農地の借り手
は地域外からの農業者や企業からも選ばれるとなっ
ていたが，秋田県内の実態をみると，特定農作業受
委託や農地利用円滑化事業からの移行や，圃場整備
実施地区での利用など，あらかじめ農地の出し手，
受け手が決まっていたケースが多かった（紙幅の関
係上，記述は省略）．以上をふまえると，秋田県内に
おいて事業の実績が高かった理由は，地域に根ざし
た農協が機能し，信頼できる地域農業の担い手が存
在したからであると考えられる．
事業を活用して農地集積を進めた法人の実態分析
からも，地域農業の担い手（＝受け手）として「信
頼」されている主体が存在したからこそ，事業の狙
いである離農促進効果，農地集積効果が発揮されて
いた姿が見てとれ，「先祖代々からの農地」を信頼で
きる担い手に任せたいと考える「離農予備軍」とし
ての多くの農家は，そうした担い手の存在を求めて
いるともいえよう．
また，管理事業の課題について考察すると，事業
における意欲のある新規参入者に農地を集積し成長
産業化を図るという政府の構想と，地域の農業を守
るという担い手へ農地の集積が進んでいる秋田県内
の実態の間には相当の乖離があることが本論の分析
から明らかになった．以上をふまえれば，管理事業
を今後推進していくにあたり，地域に根ざし地域農
業に精通した農協の役割を軽視することなく，地域
内で農地の集積を着実に進めていくべきであろう．
さらに，農地の集積先となる担い手が「地域農業の
最後の砦」として持続的に発展していくことが重要
であり，そのための施策を充実させ，経営環境を整
えることも必要である．
 
文献
椿真一（2015）「農地中間管理機構を活用した担い手
への農地集積の現状と課題，方策」『農政調査時
報』573，23-32．
椿真一（2016）「農地市場における農地中間管理機構
の効果と課題－秋田県を事例に－」，『農村経済
研究』，34-1，95-103．
注
1 本稿では管理事業の実績の高低を判断する指標
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し借りが行われたかという「割合」も重要な指標で
あることはいうまでもない．とはいえ，農地の少な
い市町村においては少しの面積が管理事業を利用し
ただけでもその割合が高めに算出される可能性があ
り，そうしたバイアスを回避することも本稿におい
て「総量値」を採用した理由である． 
2 2015 年では地代を相場となっている 0.9～1.1 万
円/10aより高い 1.2～1.5万円/10aに設定している． 
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Current Status of and Challenges Faced by the Farmland Intermediary 
Management Project
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The Farmland Intermediary Management Project (FIMP) is the main agricultural policy of the government and is a project that aims to promote 
the borrowing and lending of farmland through a method that differs from conventional policy. However, the actual results of the project have 
remained nationally low. The purpose of this study is to clarify the current status of FIMP and the challenges it faces in Akita prefecture in actual
practice. The study makes the following observations: First, the actual results of FIMP are higher in Akita prefecture because of the functioning of 
agricultural cooperatives that are rooted in the local community and because the prefecture has local reliable leaders in the domain of agriculture. 
Second, in the future, it will be necessary to proceed with the lending and borrowing of farmland in the area without downplaying the role of 
agricultural cooperatives. Also, in order to sustain farming, policies should also be implemented for the community leaders as they are “the last 
bastions of local agriculture.”
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